
• 1995年：以下の3つの決定及び中東に関する決議を採択
 NPT延長に関する決定：NPTの無期限延長を決定
 条約の運用検討プロセス強化に関する決定：今後5年ごとに運用検討会議を開催し、2000年運用検討会議に向けて、1997年

から準備委員会を毎年計3回開催
 核不拡散と核軍縮のための原則と目標に関する決定：特に核軍縮につき、1996年までのCTBT交渉完了とそれまでの核実験の最

大限の抑制、カットオフ条約交渉の即時開始と早期妥結、核兵器国による究極的廃絶を目標とした核軍縮努力を強調
• 2000年：以下を含む核軍縮・不拡散における将来に向けた現実的措置を含む「最終文書」をコンセンサス採択

 CTBTの早期発効と、それまでの核実験モラトリアム 
 軍縮会議に対し、カットオフ条約の即時交渉開始及び5年以内の妥結を含む作業計画合意の奨励 
  STARTプロセスの継続及び一方的核軍縮の推進 
 核兵器国による透明性向上
 余剰核分裂性物質のIAEA等による国際管理と処分 等

• 2005年：実質事項に関する成果文書を採択できず
• 2010年：NPTの3本柱について、条約運用のレビューと将来に向けた具体的な行動計画を含む最終文書を採択（前者は議長責任文

書としてテークノートされ、後者については会議の成果文書として採択)。会議の成果として、主に以下の事項が盛り込まれた
 「核兵器のない世界」の達成に向けた直接的な言及
 核軍縮に関する「明確な約束」を再確認
 具体的な核軍縮措置につき、核兵器国に対し、2014年のNPT運用検討会議準備委員会への進捗報告を要請
 中東決議の実施に関する現実的な措置（例：2012年の国際会議開催を支持）

• 2015年：実質事項に関する成果文書を採択できず
• 2022年：実質事項に関する成果文書を採択できず
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外務省ホームページ：https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kaku/npt/gaiyo.html
（2026.05.27更新）
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2026年核兵器不拡散条約（NPT）運用検討会議に向けた
第1～第3回準備委員会(2023年～2025年）

• 第1回準備委員会：2023年7月31日～8月11日（ウィーン）。議長はヴィーナネン軍備管理・不拡散担当大使（フィンランド）
結果：議長は、準備委員会終了前日に、①今次準備委員会での議論内容を記載した「事実概要案」、②議長が第2回準備委員会において重
点的に議論する分野に関する勧告を纏めた「勧告案」及び③今次準備委員会の議事進行等を事務的に取りまとめた「最終報告書案」を提示。
①は、イラン（ロシア、シリア同調）の反対でコンセンサスが得られず、公式文書とはならなかった。②は、ロシア、中国、及びイランの反対によ
り、「勧告」ではなく議長の「考察（reflection）」として③に「作業文書」扱いで盛り込まれるにとどまった。

• 第2回準備委員会：2024年7月22日～8月2日（ジュネーブ）。議長はラフメトゥリン外務第一次官（カザフスタン）
結果：①今次委員会の手続事項を記載した「報告書案」、②今次委員会における議論の内容を取りまとめた「議長サマリー」、及び③NPTの履
行状況を評価した「議長の考察」が作成された。①はコンセンサスで合意され、一方、②及び③についてはコンセンサスが得られず、作業文書とし
て①に添付することで合意された。

• 第3回準備委員会：2025年4月28日～5月9日（ニューヨーク）。議長はハロルド・アジマン国連常駐代表 （ガーナ）
結果：①今次委員会の手続事項を記載した「報告書案」と、②2026年運用検討会議への「勧告案」及び核兵器国による国別報告書の提出
や議論の方法等を内容とする③ 「運用検討プロセス強化のための決定案」が作成された。
①はコンセンサスで合意され、一方、②及び③は、コンセンサスが得られず、議長の判断・責任の下、作業文書として①に添付することで合意さ
れた。

2026年のNPT運用検討会議に向けた第1回から第3回までの準備委員会では、いずれの会合においても、次回委員
会に資する勧告案等についてコンセンサスが得られず、露国によるウクライナ侵攻、国際安全保障環境の悪化、核兵器国
による核抑止依存及び核戦力の近代化等を背景として、NPTの3本柱のうち、特に核軍縮を巡る締約国間の立場の隔
たりが露呈した。

（2026.05.27更新）



開催日: 
2026年4月27日～5月22日、ニューヨークの国連本部で開催
第1週:オープニング、一般討論、第1～第3週：主要委員会I（核軍縮）、第2週～第3週：主要委員会II（核不拡散）及び主要委員

会III（原子力の平和的利用）第4週: 成果文書調整
議長: Do Hung Viet国連ベトナム政府代表部常駐代表

参加国等: 
NPT加盟国191か国のうち、143か国が参加
国連、IAEA、地域機関、研究機関、市民社会団体及び多数の非政府組織（NGO）等計154団体等が参加

https://docs-library.unoda.org/Treaty_on_the_Non-Proliferation_of_Nuclear_Weapons_-
EleventhReview_Conference_(2026)/NPT_CONF.2026_INF_6_-_6._ADVANCE_List_of_Participants_MASTER_1_-_Corr._1.pdf

結果及び経緯:
成果文書案は採択に付されないまま終了（成果文書が採択されなかったのは、2015年及び2022年に続き3回連続）
成果文書案は、4回改訂され、Rev.3では核軍縮分野を中心に対立点の削除・簡素化が行われた
最終的に、「イランがいかなる核兵器も追求、開発、または取得してはならない」との記述を巡る米国とイラン・露国との立場の隔たりが解消
されず、議長は採択を断念した

•今次会議の特徴:
核軍縮を巡り、核兵器国・非核兵器国間に加え、核抑止重視国とTPNW支持国間の対立も顕在化
グローバルサウス及びNAM諸国は、「原子力の平和的利用の権利」及び公平なアクセスを強く主張
ロシアによるウクライナ侵攻及びイラン核問題等を背景とする安全保障環境の悪化が議論に影響
原子力安全、核セキュリティ及び原子力施設への攻撃防止の重要性が改めて強調された
一部NAM諸国は、IAEA保障措置追加議定書（AP）の普遍化に慎重姿勢を維持
AI、サイバー、宇宙等の新興技術と戦略的安定性との関係についても言及が増加した

今後の予定:
次回の運用検討会議は2031年にニューヨークで開催予定
これに先立ち、2028年から2030年にかけて準備委員会（PrepCom）が開催される見込み
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https://docs-library.unoda.org/Treaty_on_the_Non-Proliferation_of_Nuclear_Weapons_-EleventhReview_Conference_(2026)/NPT_CONF.2026_DEC.02__-
_02._ADAVANCE_Decision_on_the_next_review_cycley.pdf
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• 米国：中国・露国・北朝鮮・イラン等による核リスクの増大に懸念を表明。透明性向上、リスク低減及び軍備管理対話等を含む現実的かつ段階的な核軍縮アプローチを重
視。IAEA保障措置の強化及び違反国への責任追及を主張するとともに、ASCENTイニシアティブ等を通じた責任ある原子力利用拡大を推進

• 露国：NPTの3本柱の均衡維持を強調しつつ、米国及びイスラエルによるイラン核施設攻撃等が戦略的安定性を損なっていると非難。安全保障の不可分性を重視し、現在
の安全保障環境では米国との軍備管理・軍縮対話は困難との認識を表明

• 中国：米国による対中圧力及び一方的制裁を批判。核軍縮は各国の安全保障を損なわない形で段階的に進めるべきと主張。AUKUS、NATO核共有及び日本の核関連
能力に懸念を示す一方、原子力の平和的利用の権利及びグローバルサウス支援を強調

• 英国：露国、中国、北朝鮮及びイランによる核リスクに懸念を示し、核抑止力維持と段階的・検証可能な核軍縮の両立を主張。FMCT交渉、CTBT体制及びP5対話を支
持するとともに、安全かつ不拡散を確保した原子力利用拡大を推進

• 仏国：露国の核による威嚇及び中国の核戦力拡大を批判。防御的核抑止力維持と段階的核軍縮措置を支持。イラン及び北朝鮮の核問題への懸念を示すとともに、安全
かつ責任ある原子力利用及び原子力施設保護の重要性を強調

• 日本：唯一の被爆国として、核兵器国と非核兵器国の橋渡し役を果たしつつ、現実的・実践的取組による「核兵器のない世界」を追求。透明性向上、信頼醸成及び核軍
縮・軍備管理対話の推進を重視し、急速な核戦力増強への対応を訴えた

• ウクライナ：露国による侵略、核威嚇及びZNPP占拠がNPT体制及び原子力安全・核セキュリティを深刻に損なっていると非難。非核兵器国ウクライナの現状はNPT体制全
体の信頼性に関わる問題と位置付け、IAEA活動への支援継続を訴えた

• イラン：イスラエル及び米国によるイラン核施設攻撃・威嚇を非難し、西側諸国の「二重基準」を批判。核軍縮義務履行、核施設攻撃禁止、イスラエルのNPT加盟及びウラ
ン濃縮を含む平和的利用の権利尊重を主張

• NAC：核抑止依存及び核戦力近代化が核拡散リスクを高めているとして、核兵器国による軍縮義務履行不足を批判。透明性向上、核リスク低減、CTBT発効及び
TPNWを通じた核兵器のない世界の実現を訴えた

• NAM：核兵器の完全廃絶のみが安全保障を保証すると主張し、期限付き核軍縮枠組み及び消極的安全保証を要求。原子力の平和的利用の権利、核燃料サイクルへ
のアクセス及びAPの自発性を強調するとともに、核共有を批判

• ASEAN ：核軍縮・核不拡散体制の弱体化及び核戦力近代化に懸念を示し、核兵器完全廃絶及びTPNW支持を表明。CTBT発効、消極的安全保証及び新興技術リ
スク低減を求めるとともに、平和的原子力利用及び地域協力を推進。

• アラブグループ： 1995年中東決議履行及び中東非大量破壊兵器地帯創設を最重要課題として強調。イスラエルのNPT加盟及び全核施設へのIAEA保障措置適用を
要求するとともに、平和的利用の権利及びIAEA保障措置追加議定書(AP)の自発性を主張

• アフリカグループ：核兵器国による核軍縮停滞及び核戦力近代化に強い懸念を示し、核兵器完全廃絶及び消極的安全保証を要求。TPNW支持、CTBT発効、新興技
術リスクへの対応及び原子力関連技術移転における保障措置遵守を重視
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•主要委員会I（核軍縮）
核軍縮の停滞、新START失効後の軍備管理枠組みの不在、核抑止依存の継続等を巡り、核兵器国(NWS)と非核兵器国(NNWS)
の対立が顕在化した。NNWSやNAM等は、具体的な核軍縮措置や法的拘束力のある安全保障を要求した一方、NWSは、安全保障環境
の改善を前提とする段階的軍縮を主張した。

中東非大量破壊兵器地帯、イラン及び北朝鮮の核問題も大きな論点となった。また、TPNW支持国は、核兵器の人道的影響や核実験被
害に言及し、AI、極超音速兵器、宇宙・サイバー等の新興技術が戦略的安定性に与える影響についても議論が行われた。

•主要委員会II（核不拡散）
保障措置及び追加議定書（AP）の位置付けを巡り、西側諸国とNAM諸国との対立が継続した。欧米諸国は包括的保障措置協定

(CSA)＋APの普遍化を主張した一方、一部NAM諸国はAPは任意であり、平和的利用の「奪い得ない権利」を制限すべきでないと反論した。
イラン及び北朝鮮の核問題、 AUKUSによる豪州への原子力潜水艦協力並びにインド、パキスタン及びイスラエルのNPT未加盟問題も
主要な論点となった。中国等はAUKUSの核拡散リスクを指摘した一方、米英豪はNPT及びIAEA保障措置との整合性を強調した。

•主要委員会III（原子力の平和的利用）
NPT第IV条に基づく「原子力の平和的利用に関する奪い得ない権利」を巡り、原子力技術移転や濃縮・再処理の権利を重視するNAM諸

国等と、輸出管理や保障措置強化を重視する西側諸国との対立が継続した。
また、原子力安全、核セキュリティ及び原子力施設への攻撃防止の重要性が改めて強調され、特にザポリッジャ原子力発電所を巡る露国と

西側諸国の対立が顕著となった。
さらに、多くの国が、気候変動対策、エネルギー安全保障及び持続可能な開発目標（SDGs）の観点から、原子力利用及びIAEA技術協
力計画（TCP）の重要性を強調した。SMR及び先進炉技術については、脱炭素化やエネルギー安定供給への貢献が期待される一方、技
術アクセスの公平性並びに核不拡散及び保障措置との両立並びにSafeguards by Design（SBD）の重要性も指摘された。
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Source: RCW, NPT News in Review, Vol. 21, No.2,3,4
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